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の巨大さである。それまであった住宅・地方自治省（the Ministry of Housing 
and Local Government）と交通省（the Ministry of Transport），公共建設・
公共事業省（the Ministry of Public Building and Works）の 3省が統合したも
のである。そのため，DOEは，地方自治や住宅政策から交通問題まで多様
な政策，所掌事務を抱え込むことになった。
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参考にするのは，Paul Draper著の Creation of the D.O.E.と James Radcliffe
著の The Reorganisation of British Central Governmentの第 3 章の “The 
Background to the 1970 White Paper” である。前者の Draperの著作は，公務
員省（Civil Service Department）から出版された Civil Service Studiesシリー
ズの一冊で，政府による DOEに関する公式記録と言ってもよい。また，後
者の Radcliffの著作は，DOEと並んで同時に設置された貿易・産業省（the 
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1969 年 10 月に公表されたが，これと同時に，ハロルド・ウイルソン首相は，
住宅・地方自治省（MHLG）と交通省（MOT）の業務を調整するために地方
自治・リージョン計画国務大臣という新しい職を設けた。また，これと同時
に，経済省（the Department of Economic Affairs）の廃止やリージョン経済
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たが，途中から MPBWの機能や，商務省（the Board of Trade: BoT）の有す
る船舶や民間航空に関する機能も密接な関連があるとみなし，検討の対象範
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る前史がある。それは，DTIを形成することになる技術省（the Ministry of 
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議論は技術的性格が強く，調査部内でもあまり理解されなかったが，PSRU
のメンバーには，庶民院議員の Mark Schreiberや David Howellなどが含ま
れていて，彼らを通じてヒース保守党党首に対して強い影響力を持ってい
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いう見方もある 21）。70 年の白書では，MHLG, MOT, MPBWの 3 省が DOE
に統合されることについてだけではなく，環境国務大臣の他に，地方自治・
#04　石見豊　3校.indd   100 2014/06/23   10:53:27



















#04　石見豊　3校.indd   101 2014/06/23   10:53:27




















　かつての 3省には，3万 9,000 人の非現業（事務）系職員と 3万 4,000 人
の現業（技術）系職員がいた。これに加えて，MPBWは，地方や海外で勤
務する 1万 3,500 人の現業系職員を有していた。これに対して，DOEでは，
本部の非現業系職員が 1万 8,500 人で，その他，イングランドのリージョン
組織に 1万 6,500 人，スコットランドやウェールズ，交通組織には 2,700 人，
建設調査局や道路調査研究所には 1,200 人の非現業系職員がいた。その後，
1971 年初めに，消防調査局，森林保護調査研究所，液圧調査局，水公害調
査研究所が DOEに追加されることによって 600 人の非現業系職員を雇用し
た 28）（図表 2参照）。
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1970 年 10 月 15 日から議会が必要な権限移管令を承認する帰属確定日の 11
月 12 日の間に行われるべき活動について示した。第 3段階は，帰属確定日
図表 2　環境省に統合された旧３省の職員の内訳
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から新しい本部が利用できる日までの活動を挙げた。新しい本部の利用開始
日は 1971 年 4 月 1 日の予定であったが，建物の準備が間に合わなくて，実
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　上記で，国務大臣の交代が DOEの管理や調整のあり方を変えたと述べた
が，事務次官の交代についても同様のことが言える。1972 年 9 月 1 日，事
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て行われた。DTI は，貿易省（the Department of Trade），産業省（the 
Department of Industry），価格・消費者保護省（the Department of Prices 
and Consumer Protection）の 3つに分割された。
　1976 年，首相がウイルソンからキャラハンに代わる。そして，キャラハ
ンは，1976 年 9 月，DOEから交通省（the Department of Transport: DTp）
を分離した。その理由は次の 2点にあった。①キャラハンは，DOEが大き
すぎると感じていた。②また，交通が DOEによって適切に管理されている
















いても，両省が共同で事業にあたることが 1976 年 9 月 30 日に発表された。
つまり，自動車道や幹線道路の建設などに関する決定は両省の共同で行われ
ることになった 48）。
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　1964 年から 69 年まで地域政策は，経済省（DEA）が担当していた。経済



















技術省に移管された 51）。翌 70 年の再編で DTIが設置されると，リージョン
産業政策に関する責任は，技術大臣から貿易・産業大臣に移管された 52）。
　DEAの廃止時に，地域政策に関する機能が MHLGではなく，経済関係の
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この産業法の制定を導いたのは，DTIが 1972 年 3 月に発表した政策文書「産
業と地域開発」であった。この文書の中で，産業開発のための新しい大臣
の必要性と DOEとの連携の必要性が示されていた。そして，その要望に応
えるため，Walkerが DOEから DTIに移ることになった 54）。その意味では，
この場面における地域政策の主役は DTIであり，DOEは脇役に見える。
　ここで，DOEのリージョン組織について少し整理しておく。DOEに統合
された MHLG, MOT, MPBWのそれぞれが別々の地域割りでそれぞれのリー
ジョン組織を有していたので，その整理・統合も課題であった。1972 年に
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　1974 年 2 月から 79 年 5 月まで続いた労働党政権は，評議会について特に
アイデアはなく，保守党政権のしくみがそのまま継続した 57）。大きな変化
は，1979 年 5 月の総選挙の結果誕生したサッチャー保守党政権によっても
たらされた。サッチャーは，1979 年 8 月にリージョン経済計画評議会を廃
止した。ただし，リージョン経済計画庁は残され，名称がリージョン庁（the 
図表 4　環境省の組織（1972 年 3月）
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図表 5　環境省の組織（1976 年 3月）
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るが，1980 年代の終わりに，支出の削減に失敗した 14 の自治体に対して，
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発のために導入した事業分析・レビュー（Programme Analysis and Review: 
PAR）やその DOE内での用いられ方について検討することができなかった。
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1976 年の DTpの分離以前の本来の DOEに戻ったとも言うことができる。
DOEや巨大省構想の残影は思いのほか長い。
注
 1） Draper, P., Creation of the D. O. E., Civil Service Studies 4, London: Civil Service 
Department/HMSO, 1977, p. 4
 2） Ibid., p. 4
 3） Ibid., p. 4
 4） Ibid., p. 5
 5） Ibid., p. 4
 6） Ibid., p. 6
 7） Painter, M. J., “Policy Coordination in the Department of the Environment, 1970-
1976”, Public Administration, Vol. 59 Summer, 1980, p. 136
 8） Ibid., p. 136
 9） The Reorganisation of Central Government, Cmnd. 4506, London: HMSO, 
1970, p. 3
 10） Ibid., p. 3
 11） Ibid., p. 5
 12） Ibid., p. 5
 13） Radcliffe, J., The Reorganisation of British Central Government, Aldershot: 
Dartmouth, 1991, pp. 72–73
 14） Ibid., p. 67
 15） Ibid., p. 68
 16） Ibid., p. 68
#04　石見豊　3校.indd   118 2014/06/23   10:53:37
̶  119  ̶
英国環境省の設置の背景とその後の展開に関する覚書き（石見）
 17） Ibid. p. 71
 18） Ibid., pp. 62–63
 19） Ibid., pp. 63–64
 20） Ibid., pp. 65–66
 21） Radcliffe, The Reorganisation of British Central Government, p. 84
 22） The Reorganisation of Central Government, Cmnd. 4506, pp. 10–11
 23） Harrop, P. J., “Setting up the Department of the Environment”, O & M bulletin: 
The Journal of Government Management Service, Vol. 26 No. 3 August, 1971, p. 
129
 24） Ibid., p. 131
 25） Ibid., p. 132
 26） Ibid., p. 132
 27） Ibid., p. 132
 28） Ibid., p. 130
 29） Ibid., p. 133
 30） Draper, Creation of the D. O. E., p.10
 31） Harrop, “Setting up the Department of the Environment”, pp. 135–138
 32） Ibid., pp. 138–139
 33） Painter, “Policy Coordination in the Department of the Environment, 1970–1976”, 
p. 138
 34） Ibid., pp. 137–138
 35） Ibid., p. 138
 36） Ibid., p. 141
 37） Ibid., p. 140
 38） Ibid., p. 140
 39） Radcliffe, J., “The Role of Politicians and Administrators in Departmental 
Reorganization: the Case of the Department of the Environment”, Public 
Administration, Vol. 63 Summer, 1985, p. 211
 40） Painter,“Policy Coordination in the Department of the Environment, 1970–1976”, 
p. 142
 41） Radcliffe,“The Role of Politicians and Administrators in Departmental 
Reorganization”, p. 204
 42） Ibid., p. 208
 43） Radcliffe, The Reorganisation of British Central Government, p. 113
 44） Clark. A., “Ministerial Supervision and the Size of the Department of the 
Environment”, Public Administration, Vol. 55 Summer, 1977, p. 197
#04　石見豊　3校.indd   119 2014/06/23   10:53:37
̶  120  ̶
英国環境省の設置の背景とその後の展開に関する覚書き（石見）
 45） Ibid., p. 197
 46） Radcliffe, “The Role of Politicians and Administrators in Departmental 
Reorganization”, p. 215
 47） Clark,“Ministerial Supervision and the Size of the Department of the 
Environment”, p. 203
 48） Ibid., p. 203
 49） Lindley, P. D., “The Framework of Regional Planning 1964-1980”, B. W. Hogwood 
and M. Keating, Regional Government in England, Oxford: Clarendon Press, 
1982, p. 178
 50） Ibid., p. 179
 51） Ibid., p. 183
 52） Ibid., p. 185
 53） Ibid., p. 184
 54） Radcliffe, The Reorganisation of British Central Government, p. 111
 55） Ibid., p. 111
 56） Lindley, “The Framework of Regional Planning 1964-1980”, p. 185
 57） Ibid., p. 187
 58） Ibid., p. 189
 59） Radcliffe, The Reorganisation of British Central Government, p. 121
 60） Ibid., p. 122
 61） Wilks, S., “Administrative Culture and Policy Making in the Department of the 
Environment”, Public Policy and Administration, Vol. 2 No. 1 Spring, 1987, p. 
25
 62） Ibid., p. 28
 63） Ibid., p. 28
 64） Ibid., p. 29
 65） Ibid., p. 34
 66） Ibid., pp. 37–39
 67） Ibid., p. 35
#04　石見豊　3校.indd   120 2014/06/23   10:53:37
